利用者負担上限月額
· 生活保護・・・生活保護受給世帯（「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び　　永住帰国後の自立の支援に関する法律」による支援給付受給世帯についても同様の取扱い。）
· 低所得１・・・市町村民税世帯非課税者(注)であって障害者又は障害児の保護者の収入が年間８０万円以下である者
· 低所得２・・市町村民税世帯非課税者のうち、②に該当しないもの 
· 一般１・・市町村民税課税世帯に属する者のうち、ア又はイに該当し、かつ、市町村民税所得割額が１６万円（障害児（加齢児を除く。）及び２０歳未満の施設入所者にあっては２８万円）未満のもの
· 一般２・・市町村民税課税世帯に属する者のうち、④に該当しないもの
【負担上限月額について】 

	Ⅰ 介護給付費及び訓練等給付費並びに障害児施設給付費に係る所得区分及び負担上限月額 所得区分 
	負担上限月額 

	生活保護 
	０円 

	低所得 
	低所得１ 
	０円 

	低所得２ 

	一般１ 
	居宅で生活する障害児（加齢児を除く。） 
	４，６００円 

	居宅で生活する障害者（加齢児を含む。）及び２０歳未満の施設入所者 
	９，３００円 

	一般２ 
	３７，２００


